
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　 量％で、
　Ｃ： 0.05～ 0.15％、　　　　　　 Mn： 26.0～ 30.0％、
　 Cr： 5.0 ～ 10.0％、　　　　　　Ｎ： 0.05～ 0.15％

を含有 鋼素材を加熱し、熱間圧延により熱延鋼
板とするに際し、前記熱間圧延の圧延開始温度を 1050～ 1200℃、圧延終了温度を 700 ～ 10
00℃とすることを特徴とする極低温用高Ｍｎ非磁性熱延鋼板の製造方法。
【請求項２】
　前記鋼素材が、 量％で、
　Ｃ： 0.05～ 0.15％、　　　　　　 Mn： 26.0～ 30.0％、
　 Cr： 5.0 ～ 10.0％、　　　　　　 Ni： 0.50～ 5.0 ％、
　Ｎ： 0.05～ 0.15％
を含有 鋼素材であることを特徴とする請求項１
に記載の極低温用高Ｍｎ非磁性熱延鋼板の製造方法。
【請求項３】
　 量％で、
　Ｃ： 0.05～ 0.15％、　　　　　　 Mn： 26.0～ 30.0％、
　 Cr： 5.0 ～ 10.0％、　　　　　　Ｎ： 0.05～ 0.15％
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を含有 鋼素材に、熱間圧延を施し熱延板とし、
該熱延板に熱延板焼鈍を施したのち冷間圧延を施し冷延板とし、ついで該冷延板に冷延板
焼鈍を施す高Ｍｎ非磁性鋼板の製造方法において、前記熱間圧延が、圧延開始温度を 1050
～ 1200℃、圧延終了温度を 700 ～ 1000℃とし、さらに前記冷延板焼鈍が、焼鈍温度を 1050
～ 1200℃とすることを特徴とする極低温用高Ｍｎ非磁性冷延鋼板の製造方法。
【請求項４】
　前記鋼素材が、 量％で、
　Ｃ： 0.05～ 0.15％、　　　　　　 Mn： 26.0～ 30.0％、
　 Cr： 5.0 ～ 10.0％、　　　　　　 Ni： 0.50～ 5.0 ％、
　Ｎ： 0.05～ 0.15％
を含有 鋼素材であることを特徴とする請求項３
に記載の極低温用高Ｍｎ非磁性冷延鋼板の製造方法。
【請求項５】
　前記冷延板焼鈍後に、さらに調質圧延を施すことを特徴とする請求項３または４に記載
の極低温用高Ｍｎ非磁性冷延鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、極低温用構造材料に係り、とくに超電導磁石などを構成するために必要な、極
低温で使用される非磁性構造材料に関する。本発明でいう鋼板には、鋼板、鋼帯を含むも
のとする。
【０００２】
【従来の技術】
核融合発電や素粒子加速器、超電導力貯蔵などの各種の超電導利用技術において、強力な
磁界を発生させるために大容量の電流を流す必要から超電導磁石が用いられている。この
ような超電導磁石内には強大な電磁力が誘起され、しかも通常液体ヘリウムにより２～４
Ｋの極低温に冷却されることから、超電導磁石を支持する構造材料には極低温下で強大な
電磁力に耐えることができる強度が要求される。しかも、均一で安定な強磁界分布をでき
るだけ広範囲に発生させることが基本的な目的であるから、構造材料による磁界への影響
は限りなく小さくすることが肝要となる。したがって、磁界との相互作用を起こさない非
磁性材料であることが必須条件である。
【０００３】
以上の観点から、超電導磁石の内部や周辺に用いる構造材料には、極低温での高い機械的
性質と極めて低い透磁率を具備することが求められ、さらに複合構造物である超電導磁石
を強固に保持するために熱変形への配慮が必要となる。また、超電導磁石を製作するに際
し、構造材料には、打ち抜き性や穴明き性などの機械加工性や溶接性に優れ、さらに多数
枚の積層に必要な表面平坦度や嵌合性などに優れていることも要求される。
【０００４】
従来、超電導磁石の支持構造材料として検討されていた素材としては、オースナイト系ス
テンレス鋼、高Ｍｎ鋼、アルミニウム合金、チタン合金、さらに繊維強化プラスチックな
どがある。超電導磁石の支持構造材料に要求される強度、透磁率および熱膨張率は、製作
する超電導磁石の設計磁界の強さや目的とする磁場の分布の均一性などによって異なって
くるが、極低温での強度が高く、透磁率および熱膨張率が小さいことが材料選択のうえで
重要となる。
【０００５】
繊維強化プラスチックは、非磁性であり、比重が小さくて取り扱いやすく、オーステナイ
ト系ステンレス鋼に比較して低熱膨張係数を有するが、単位断面積当たりの強度が低い。
また、チタン合金は、比重が小さく、強度が高く高比強度を有しているが、低温での靱性
が低く、コストが高いという問題がある。

10

20

30

40

50

(2) JP 3864600 B2 2007.1.10

　あるいはさらに Ca： 0.02％以下
し、残部 Feおよび不可避的不純物からなる

質

、　　　　　　あるいはさらに Ca： 0.02％以下
し、残部 Feおよび不可避的不純物からなる



アルミニウム合金は、軽量で、比強度が高く透磁性も極めて低いことから、極低温での多
くの用途に用いられているが、大型粒子加速器におけるように設計磁界を高くした場合に
は強度が不足し、溶接性にも問題がある。
【０００６】
一般のオーステナイト系ステンレス鋼は、低温での強度と靱性が不十分であるため、窒素
を添加し、低炭素含有量としたステンレス鋼が開発されている。しかし、このステンレス
鋼は、オーステナイト相の安定性が不十分であるため、低温での変形によってオーステナ
イト相の一部が強磁性体のマルテンサイト相に変態する。このため、靱性の低下を招くと
ともに、極低温での透磁率が十分には低くならないという問題があった。
【０００７】
その後、さらに Ni含有量を高めたオーステナイト系ステンレス鋼が開発されたが、極低温
用構造材料としてはコストの高いことと熱膨張係数の大きいことに問題があった。
このような問題に対し、特公昭 59－ 11661 号公報や特公平 5-18887 号公報には、比較的安
価な高 Mn非磁性鋼やその製造方法が提案されている。しかし、特公昭 59－ 11661 号公報に
記載された高 Mn非磁性鋼は、極低温での透磁率が高く、大型粒子加速器用としては問題が
あった。また、特公平 5-18887 号公報に記載された技術では、長時間の時効処理を必要と
し、生産性が低下するという問題があった。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
さらに超電導磁石では、導体コイルである超電導線の固定部材として、カラーと呼ばれれ
る非磁性体が必要であり、このカラーは多数枚の非磁性鋼板を積層することによって形成
される。そして、このカラーも極低温に冷却され、超電導磁石として大電流を流したとき
に生ずる強力な電磁力に耐えるためにも、適度な機械的強度が必要である。しかしながら
、素材の非磁性鋼板の強度があまりに高すぎたり、残留応力が過剰である場合には、非磁
性鋼板をカラーの所定形状に打抜く際に、打抜き金型の寿命を短縮させたり、打抜き後に
反りが生じたりする。
【０００９】
超電導磁石では、ファインブランキングとして精密な打抜きによってカラーを製作するこ
とが多い。このような観点から、設計磁界の強さと分布などを考慮してカラーに用いられ
る素材の機械的強度を決定している。このため、素材の非磁性鋼板の強度を設計で要求さ
れる所望の強度に容易に調整できる非磁性鋼板の製造方法が求められていた。
【００１０】
本発明は、上記した従来技術の問題を有利に解決し、大型粒子加速器用に好適な、極低温
での降伏応力（耐力）が高く、かつ極低温での透磁率が低い高 Mn非磁性鋼板を、工業的に
安定して生産性高く製造できる極低温用高 Mn非磁性鋼板の製造方法を提案することを目的
とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記した課題を達成するために、大型粒子加速器用の超電導磁石に使用す
る支持構造部材に必要な特性を調査するとともに、高 Mn非磁性鋼の極低温における透磁率
や、降伏応力におよぼす要因について鋭意研究した。その結果、高 Mn非磁性鋼の極低温に
おける透磁率は、 Mn増量によってオーステナイト相をより一層安定化させることにより、
低くすることが可能となるという知見を得た。また、高 Mn非磁性鋼の極低温における降伏
応力は、中間焼鈍後に鋼板を調質圧延することにより、容易に 900MPa以上に調整できると
いう知見を得た。
【００１２】
　本発明は、上記した知見に基づいて構成されたものである。
　すなわち、本発明は、 量％で、Ｃ： 0.05～ 0.15％、 Mn： 26.0～ 30.0％、 Cr： 5.0 ～ 10
.0％、Ｎ： 0.05～ 0.15％、あるいはさらに Ca： 0.02％以下を含有

鋼素材を加熱し、熱間圧延により熱延鋼板とするに際し、前記熱間圧延
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の圧延開始温度を 1050～ 1200℃、圧延終了温度を 700 ～ 1000℃とすることを特徴とする極
低温用高Ｍｎ非磁性熱延鋼板の製造方法であり、また本発明では、前記鋼素材を、 量％
で、Ｃ： 0.05～ 0.15％、 Mn： 26.0～ 30.0％、 Cr： 5.0 ～ 10.0％、 Ni： 0.50～ 5.0 ％、Ｎ：
0.05～ 0.15％、あるいはさらに Ca： 0.02％以下を含有

鋼素材とするのが好ましい。
【００１３】
　また、本発明は、 量％で、Ｃ： 0.05～ 0.15％、 Mn： 26.0～ 30.0％、 Cr： 5.0 ～ 10.0％
、Ｎ： 0.05～ 0.15％、あるいはさらに Ca： 0.02％以下を含有

鋼素材に、熱間圧延を施し熱延板とし、該熱延板に熱延板焼鈍を施したのち
冷間圧延を施し冷延板とし、ついで該冷延板に冷延板焼鈍を施す高Ｍｎ非磁性鋼板の製造
方法において、前記熱間圧延の圧延開始温度を 1050～ 1200℃、圧延終了温度を 700 ～ 1000
℃とし、さらに前記冷延板焼鈍が、焼鈍温度を 1050～ 1200℃とすることを特徴とする極低
温用高Ｍｎ非磁性冷延鋼板の製造方法であり、また本発明では、前記鋼素材を、 量％で
、Ｃ： 0.05～ 0.15％、 Mn： 26.0～ 30.0％、 Cr： 5.0 ～ 10.0％、 Ni： 0.50～ 5.0 ％、Ｎ： 0.
05～ 0.15％、あるいはさらに Ca： 0.02％以下を含有

鋼素材とするのが好ましく、また、本発明では、前記冷延板焼鈍後に、さらに好まし
くは圧下率 30％以下の調質圧延を施すのが好ましい。
【００１４】
【発明の実施の形態】
まず、鋼素材の化学成分の限定理由について説明する。
Ｃ： 0.05～ 0.15％、Ｎ： 0.05～ 0.15％
ＣおよびＮは、いずれも侵入型固溶元素であり、固溶強化により鋼の強度を上昇させるた
めに有効である。極低温での所望の降伏応力を得るために、 0.05％以上のＣおよびＮの含
有を必要とする。一方、Ｃが 0.15％を超えると、オーステナイト相が不安定となり、炭化
物が析出し、極低温での透磁率を低く維持することができなくなるとともに、溶接性・加
工性が劣化する。このため、Ｃは 0.05～ 0.15％の範囲に限定した。なお、Ｃの好ましい範
囲は 0.07～ 0.13％である。
【００１５】
また、Ｎは、オーステナイト相の安定化と低温強度の上昇のためには有益な添加元素であ
るが、 0.15％を超える含有は、溶接性を損ない、打抜き加工時の工具摩耗を加速させると
ともに、窒化物や炭窒化物の析出により透磁率を増加させる。このため、Ｎは 0.05～ 0.15
％の範囲に限定した。なお、Ｎの好ましい範囲は 0.07～ 0.13％である。
【００１６】
　 Mn： 26.0～ 30.0％
　 Mnは、本発明 おいて重要な元素で、オーステナイト相を安定化させ、極低温でも極め
て低い透磁率を実現するために有用である。このような効果を得るためには、 Mnは 26.0％
以上の含有を必要とする。一方、 30.0％を超えると、靱性や溶接性および製造性の低下を
招くことから、 Mnは 26.0～ 30.0％の範囲に限定した。
【００１７】
Cr： 5.0 ～ 10.0％
Crは、固溶強化によって強度の上昇に寄与するほか、耐食性の向上に有効に作用する。こ
のような効果は 5.0 ％以上の含有で認められるが、 10.0％を超えると、オーステナイト相
の安定化を阻害し低温での透磁率の上昇を招く。このため、 Crは 5.0 ～ 10.0％の範囲に限
定した。なお、本発明で対象とする材料を使用する環境は、基本的には化学反応の進行が
極めて緩慢な極低温・高真空中であり、腐食性の観点からは劣悪でなく、この程度の Cr含
有量で十分な耐食性を確保できる。なお、 Crの好ましい範囲は、６～８％である。
【００１８】
Ni： 0.50～ 5.0 ％
Niは、オーステナイト相の安定化と極低温での靱性向上に寄与するとともに、耐食性をも
向上させる。本発明では必要に応じ含有できる。このような効果は少なくとも 0.50％以上
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の含有で認められるが、 Niが高価であることから、多量の含有は工業的には好ましいこと
ではない。このため、 Niは 0.50～ 5.0 ％の範囲とするのが好ましい。これにより、本発明
の鋼材は、 SUS 316LN などの高 Ni系オーステナイトステンレス鋼に比較し、熱膨張係数の
みでなく、価格的にも大きな利点を有することになる。
【００１９】
Ca： 0.02％以下
Caは、不可避的不純物として混入するＳの害を抑制し、熱間加工性を改善する目的で必要
に応じ添加できる。なお、 Caの好ましい添加量は、 0.004 ～ 0.01％の範囲内で、かつ Ca、
Ｓ、Ｏ各元素の含有量を wtppm で表示し、次（１）式
0.8 × Ca＋ 30＞Ｓ＋Ｏ　　　　　……（１）
を満たすことが熱間加工性の確保のためには有効である。より簡便な判断基準として Ca／
Ｓ≧２、好ましくは Ca／Ｓ≧３を用いることもできる。
【００２０】
　なお、上記した成分以外の残部は および不可避的不純物である。不可避的不純物と
しては、Ｓ： 0.005 ％以下、Ｐ： 0.05％以下、Ｏ： 0.005 ％以下が工業的経済性の観点か
ら許容できる。また、炭化物、窒化物、炭窒化物などの析出物、殊に強磁性析出物の生成
やオーステナイト相の安定性を損なうような、 Fe3 C、 Fe4 N、等の含有は、極力少ないこと
が望ましい。
【００２１】
本発明の高Ｍｎ非磁性鋼板の製造方法では、まず、上記した化学組成の鋼素材を、加熱し
熱間圧延を施し熱延板とする。
本発明に好適な鋼素材は、 Mnを多量に含有していることもあり、高温では Mnが酸化されや
すいので、スラブ加熱温度を過度に高めることは焼き減りを増やすだけでなく、 Mnヒュー
ムの過剰な発生につながるので好ましくない。また、上記した化学組成の鋼素材の熱間加
工性は、必ずしも優れていない。
【００２２】
そこで、まず、高温引張試験により、本発明に好適な鋼素材（Ｃ： 0.12％、 Si： 0.05％、
Mn： 27.9％、Ｐ： 0.029 ％、Ｓ： 0.002 ％、 Cr： 7.0 ％、Ｎ： 0.10％、 Ni： 0.15％、 Ca：
0.006 ％）の熱間加工性について、評価した。その結果を、図１に示す。図１から、断面
収縮率は、 1200℃を超えると減少し、熱間脆性の兆候が現れることがわかる。
【００２３】
このため、耳割れなどの発生を抑えるためには、熱間圧延の圧延開始温度の上限を 1200℃
とするのが好ましい。また、熱間圧延の圧延開始温度が 1050℃未満となると、炭化物の溶
解が不十分であり、また、変形抵抗の増大という不具合が生じる。このため、熱間圧延の
圧延開始温度は 1050～ 1200℃の範囲とした。なお、好ましくは、 1100～ 1180℃である。
【００２４】
また、図１から、引張（加熱）温度が 700 ℃以下となると、断面収縮率が 60％以下となり
、熱間加工性が劣化することがわかる。
このため、本発明では、熱間圧延の圧延終了温度を 700 ℃以上に限定した。また、熱間圧
延の圧延終了温度が 1000℃を超えると、再結晶による結晶粒の粗大化という不具合が生じ
る。このため、熱間圧延の圧延終了温度は 700 ～ 1000℃の範囲に限定した。なお、好まし
くは、耳割れ防止の観点から、 800 ～ 950 ℃である。
【００２５】
熱延板は、そのまま、あるいは熱延板焼鈍を施されたのち、製品板として使用することも
できるのはいうまでもない。
熱延板は、ついで熱延板焼鈍を施される。熱延板焼鈍は、組織の均一化のために実施する
。熱延板焼鈍は 950 ～ 1200℃の温度範囲で行うのが望ましい。焼鈍温度が  950℃未満では
、断面収縮率が減少し、 1200℃を超えると脆化とともにスケール生成が過大となる。
【００２６】
ついで熱延板は、冷間圧延を施され冷延板とされる。本発明では、冷間圧延は、所定の板
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厚とすることができればよく、圧延条件をとくに限定する必要はない。
所定の板厚とされた冷延板は、ついで冷延板焼鈍を施される。
冷延板焼鈍は、冷間圧延による内部歪の解放、再結晶、析出物の固溶を主目的として行う
。とくに、炭化物、窒化物、炭窒化物をオーステナイトマトリックス相中に完全に固溶さ
せ、低透磁率の確保に不利な析出相を消失させるために不可欠のプロセスである。焼鈍温
度は 1050～ 1200℃とする。焼鈍温度が、 1050℃未満では、析出物の固溶が不十分であり、
一方、 1200℃を超えると、連続焼鈍を工業的に安定して実施できなくなる。なお、好まし
い焼鈍温度は、 1050～ 1180℃である。また、この焼鈍の保持時間は、板温が上記した温度
に 10～ 120sec保持される時間とするのが望ましい。
【００２７】
さらに、本発明では、冷延板は、上記した範囲の焼鈍温度に保持されたのち、冷却する。
冷却は、炭化物や炭窒化物の析出を防止する目的で行うものであり、冷却速度が５～ 30℃
／ｓ、を有する冷却であれば、その冷却手段はとくに限定されない。
本発明では、冷延板焼鈍後に、さらに調質圧延を施してもよい。冷延板焼鈍とその後の調
質圧延とを組み合わすことにより、超電導磁石導線の固定部材であるカラー等で要望され
る機械的強度に容易に調整することができる。調質圧延は、冷間、好ましくは室温～ 150 
℃で行い、所望の強度に応じて圧下率を調整するのが好ましい。なお、圧下率は 30％以下
とするのが望ましい。調質圧延の圧下率が 30％を超えると、内部歪が過大となり、スリッ
ト・打抜き後の平坦度が劣化する。
【００２８】
調質圧延の圧下率と調質圧延後の硬さの関係を図２に示す。図２から、圧下率を 0.5 ～ 15
％まで変更することによって、硬度Ｈｖは 170 ～ 270 に、 0.2 ％耐力は約 300MPaから約 70
0MPaまで上昇する。この程度の圧下率の調質圧延を施しても、本発明の高Ｍｎ非磁性鋼板
ではオーステナイト相が極めて安定なため、透磁率は 1.001 前後の低透磁率を維持し、し
かも４Ｋのような極低温になってもこの低透磁率がほとんど変化しない。
【００２９】
【実施例】
表１に示す化学組成の鋼素材を転炉で溶製し、連続鋳造法でスラブとした。これらスラブ
に表２に示す条件で熱間圧延を施し 5.0 mm厚の熱延板とした。ついで、これら熱延板に表
２に示す条件の熱延板焼鈍を施し、酸洗処理を施したのち、冷間圧延で１～３ mm厚の冷延
板とした。これら冷延板に、表２に示す条件で冷延板焼鈍を施し、焼鈍後急冷処理を施し
た。冷延板焼鈍の焼鈍雰囲気は、乾燥ＡＸガスとした。また、冷延板焼鈍後冷却速度は約
15℃／ｓとした。
【００３０】
ついで、焼鈍済の冷延板に、酸洗処理を施したのち、さらに表２に示す条件で調質圧延を
施した。
得られた鋼板について、▲１▼目視による熱延板の外観観察、▲２▼室温および４Ｋでの
引張試験、▲３▼振動試料型磁気測定装置を用いた室温および４Ｋでの透磁率の測定試験
、▲４▼室温～液体窒素温度間の平均熱膨張係数の測定試験、▲５▼ファインブランキン
グでの精密打抜き試験を実施した。平坦度は、 200 × 200mm の鋼板の全個所について、反
りが 0.2mm 以下の場合は○、 0.2mm 超 0.5mm の場合は△、 0.5mm 超の場合は×として、評
価した。なお、精密打抜き試験は、 50mmφの円形試験片を打ち抜き、打ち抜かれた試験片
の打抜き精度を測定した。打抜き精度はバリの高さにより測定し、 20μ m 以下の場合は○
、 20μ m 超 50μ m 以下の場合は△、 50μ m 超の場合は×として、評価した。
【００３１】
従来例として、 2.5 mm厚の Ti合金（５％ Al－ 2.5 ％ Sn－ Ti）薄板、 Al合金（５％ Mg－ 0.6 
％ Mn－ Al）薄板、 SUS 304 冷延薄板について、▲２▼～▲５▼の試験を実施した。
これらの試験結果を表３に示す。
【００３２】
【表１】
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【００３３】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３４】
【表３】
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【００３５】
本発明例では、熱延板の表面に耳割れ、微細割れ等の割れ発生はほとんど観察できず、熱
延板の外観良好であった。本発明例では、極低温（４Ｋ）における引張特性は高く、大型
粒子加速器用の構造材料として十分な強度を有している。また、本発明例の平均熱膨張係
数は、オーステナイト系ステンレス鋼（約 11× 10- 6）に比べ小さく、超電導磁石のヨーク
材として一般的に用いられる純鉄に極めて近い値を有している。
【００３６】
本発明例の透磁率は、室温、極低温においても低く、温度による変化も少ない。さらに、
本発明例は、精密打抜きを行っても、反り、バリ等の欠陥の発生はなく、さらに平坦度、
打ち抜き精度も良好（○）であった。
これに対し、本発明の範囲を外れる比較例は、鋼板表面に割れが発生し外観不良となるも
の、極低温での透磁率が高いもの、精密打抜き試験での平坦度、打抜き精度が劣っていた
。
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【００３７】
また、本発明例は、従来例に比べても、低透磁率、低熱膨張係数を示し、極低温用として
十分な性能を有している。
【００３８】
【発明の効果】
本発明によれば、極低温での降伏応力（耐力）が高く、極低温での透磁率が低く、平均熱
膨張係数も低い高 Mn非磁性鋼板を工業的に安定して生産性高く製造でき、産業上格段の効
果を奏する。また、本発明による高 Mn非磁性鋼板は、大型粒子加速器用として十分な特性
を有しており、産業上有用である。
【図面の簡単な説明】
【図１】熱間引張の断面収縮率と加熱温度との関係を示すグラフである。
【図２】硬さ（Ｈ v ）と調質圧延圧下率との関係を示すグラフである。
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